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[事実の概要]
　本件は,日本の都市銀行であるXが,外国税額控除の申告を認めないとの法人税更正処分を不服として提訴したものである。本件では,メキシコ国源泉税に関する取引とオーストラリア国源泉税に関する取引が問題とされているが,本評釈ではメキシコ国源泉税に関する取引のみに言及する。

　米国法人訴外Aは,平成2年10月,メキシコ法人の子会社訴外Bを通じてメキシコ法人訴外Cを買収した。買収資金として約2億7300万米ドルがAからBに対して融資され(利率年8.16%),BはAに同額の約束手形(以下,本件手形という)を振り出した。BがAに支払う貸付金利息についてはメキシコ国源泉税35%が課されることとなっていたが,同国の法制上,銀行に支払われる貸付金利息については15%の軽減税率が適用されることとなっていた。このような税率の違い等に着目したAは,本件手形の買取等を内容とする本件取引をXに提案し,Xがこれに応じた。具体的な取引内容は以下のとおりである。

①平成3年6月6日,X,A,Bは三者間で本件手形買取契約及び覚書を締結し,XはAより本件手形を額面額で購入した。覚書では,(ア)XはBから受領した利息額をAに払う代わりにAから,6月6日から7月1日までの間については6.775%,以降はLIBOR+0.65%の割合で計算した金額を受け取ること,(イ)外国税額控除に余裕のあったXがメキシコ国源泉税のうち10%部分を吸収し,残り5%をBが負担すること,等が合意されていた。

②平成3年7月11日,覚書に基づき,AはXに対し,平成3年6月6日から7月1日までの間の上記①(ア)の金額約128万米ドルを支払った。

③平成3年7月15日,BはXに対し,本件手形元本額約2億7267万米ドル,及び,当初融資日である平成2年10月から平成3年7月15日まで年8.16%の割合で計算した貸付金利息である約1747万米ドルからメキシコ国源泉税15%を差し引いた1485万米ドルを支払った。

④平成3年7月15日,覚書に基づき,XはAに対して,(ア)上記③でXが受領した1485万米ドルと,(イ)XがBから受け取る貸付金利息である約1747万米ドルについてのメキシコ国源泉税のうち10%部分相当額約175万ドル,との合計額から,(ウ)前記(イ)の金額についての平成3年7月15日から平成4年6月30日までの間の資金コスト約10万米ドル,(エ)平成3年7月1日から15日までの間の上記①(ア)の金額約70万米ドル,及び(オ)取引手数料約20万米ドル,を控除した金額である合計約1558万米ドルを支払った。

　Xは,平成4年3月期分の法人税確定申告にあたり,前記④(イ)に相当する円貨額約2億3209万円の外国税額を控除して所得金額,納付税額を計算したが,Yは,平成7年6月に前記外国税額控除を認めないとする更正処分及びそれに伴う過少申告加算税賦課決定処分を行った。Xは国税不服審判所長に審査請求を行ったが,平成9年3月に審査請求が棄却されたため,これらの処分の取消しを求めて提訴した。

　原審においてYは,租税負担回避を目的とした行為については,明文の規定がない場合でも否認が許容される類型があると主張した。具体的には,主位的に,私法上の法律構成による否認(当事者の選択した法形式と当事者間における合意の実質が異なる場合には,取引の経済実体を考慮した実質的な合意内容に従って解釈し,その真に意図している私法上の事実関係を前提として法律構成をしたうえ,課税要件への当てはめを行うべきである。本件での当事者の真の意思はXの外国税額控除余裕枠をAに提供する点にあり,本件で実質的にBからの利息収入を得てメキシコ国源泉税を納付したのはAであったと解することによりXによる外国税額控除を否認すべきとの主張),予備的に,法人税法69条の限定解釈による否認(外国税額控除制度は国際二量課税排除による日本企業の国際取引に伴う税制上の障害の除去という政策目的実現のための国家による一方的恩恵措置であるから,当該規定の趣旨目的に反する行為又は当該規定が本来予定していないような行為についてまで課税の減免を認めるべき理由はない。法人税法69条において外国法人税を「納付することとなる場合」といえるのは内国法人が正当な事業目的を有する通常の経済活動から必然的に外国税を納付することとなる場合に限られると解されるべきであり,専ら外国税額控除を得る目的で行われた本件取引は,正当な事業目的を有する通常の経済活動によるものではなく,減免は認められないとの主張)を主張した。

　原審は,主位的主張につき,一般論としてはYの主張を認めたものの,本件取引では当事者はAのメキシコ源泉税負担の軽減という目的を達成するために本取引の形式を選択し,それに応じた法的効果を意図して本件契約を締結しているので仮装行為ではないとした。また,予備的主張についても,Yの主張する解釈は租税法律主義から要請される基準の明確さから極めて問題であり採用できないとしたうえで,税額控除枠の利用以外におよそ事業目的がない場合やそれ以外の事業目的が極めて限局された場合には「納付することとなる場合」には当たらないという基準が採用されるべきとし,本件でのXは,メキシコ国への投資の総合的コスト低下という顧客の意図を認識したうえで金融機関としての業務の一環として低利での融資を行っているのであるから,事業目的を欠く不自然な取引とはいえないとして,Xの請求を認めた。Y控訴。なお,本件では本案前の争点も存在するが省略する。

[判旨]

　原判決取消し(控訴認容)。

　I　私法上の法律構成による否認について

　「本件の争点においては,XがB……から得たとされる貸付金利息が利子所得に当たるか否かが問題となるが,……利子所得に当たるか否かは事実認定の問題であり,事実認定の問題は法廷地法によるぺきであるから,本件においては,準拠法を問題にする余地はない。」

　「所得に対する課税は,私法上の行為によって現実に発生している経済的効果に即して行われるものであるから,第一義的には私法の適用を受ける経済取引の存在を前提として行われる」が,「その経済取引の意義内容を契約当事者の合意の単なる表面的,形式的な意味によって判断するのは相当ではなく,裁判所による事実認定の結果として,納税者側の主張と異なる課税要件該当事実を認定し,これに従った課税が行われることは当然のことである」。

　Yは本件取引の「真実の法律関係は,XがA社に対し外国税額控除の余裕枠を提供し,同社からその役務提供の対価を得る行為であり,Xは,これを隠ぺいするために,Xがあたかも契約当事者であるかのような外形を作出すべく本件取引を行ったもので,取引を仮装したものであると主張する」が,「Yが,仮装行為により隠ぺいされたと主張する行為又は真実の法律関係であると主張する行為は,いうなれば,本件取引の動機・目的ないし経済的側面を法律的表現を借りて言い表したものにすぎない。また,上記行為は,本件取引の外形と両立しない行為とはいえず,通謀虚偽表示により隠ぺいされた行為というものではない。したがって,本件取引の契約当事者の効果意思と本件取引の外形との間にそごはなく,本件取引を通謀虚偽表示(仮装行為)ということはできない」。「また,Yは,本件取引が仮装行為ではないとしても,真実の法律関係に基づく課税がなされるべきであると主張するが,単なる動機・目的やその経済的側面のみに着目して,契約当事者の選択した法律関係を離れて課税することはできない」。

　II　法人税法69条の限定解釈による否認について

　「租税法律主義の見地からすると,租税法規は,納税者の有利・不利にかかわらず,みだりに拡張解釈したり縮小解釈することは許されないと解される。しかし,税額控除の規定を含む課税減免規定は,通常,政策的判断から設けられた規定であり,その趣旨・目的に合致しない場合を除外するとの解釈をとる余地もあり,また,これらの規定については,租税負担公平の原則(租税公平主義)から不公平の拡大を防止するため,解釈の狭義性が要請されるものということができる。したがって,租税法律主義の下でも,かかる場合に課税減免規定を限定解釈することが全く禁止されるものではないと解するのが相当である。……具体的にどのような限定解釈が可能であるかは,各課税減免規定を通じて一般化することはできず,各法規の文言,関連規定の定め方,制度の趣旨・目的等から,当該課税減免規定から要講される解釈を探るべきである。」

　「法69条は,国際的二重課税を排除して,日本国企業の国際取引に伴う課税上の障害を取り除き,事業活動に対する税制の中立性を確保することを目的とすることにかんがみると,同条は,内国法人が客観的にみて正当な事業目的を有する通常の経済活動に伴う国際的取引から必然的に外国税を納付することとなる場合に適用され,かかる場合に外国税額控除が認められ,かつ,その場合に限定されるというべきである。」

　「同条の制度を濫用する事案においては,自らが,正当な事業目的がなく,あるいは極めて限局された事業目的しかなく,制度を濫用していることを認識しているような事例において,このような限定解釈を行ったからといって,法的安定性,予測可能性を害することにはならない。」「外国税額控除制度は,必ずしも恩恵的な制度とはいい難いが,……,法69条は特別な課税減免規定に当たるから,租税負担公平の原則から,不公平の拡大を防止するためにも,限定解釈を行う必要があるというべきである。」「少なくとも,法69条の適用を受けようとする者において,外国税額控除の余裕枠を利用すること以外におよそ正当な事業目的が存しない場合や,それ以外の事業目的が極めて限局されたものである場合には,法69条の制度を濫用するものとして,同条1項にいう『外国法人税を納付することとなる場合』には当たらないと解するのが相当である。」「本件覚書や本件取引に係る社内での稟議書などからも,本件取引の目的が,専ら,A社にXの外国税額控除の余裕枠を利用させ,その対価を得ることにあることは明らかであり,他に正当な事業目的が存したと認めることはできず,そうでないとしても,極めて限局されたものにすぎない」。なお,Xは上告している。
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